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ＪＦＥ物流株式会社

流動資産 95,182 流動負債 48,366

現 金 及 び 預 金 22 14,043

預 け 金 63,032 2,131

受 取 手 形 281 4,984

売 掛 金 21,655 4,642

未 成 作 業 支 出 金 339 162

貯 蔵 品 4,492 21,669

前 払 費 用 1,204 25

未 収 入 金 708 707

そ の 他 の 流 動 資 産 3,453

貸 倒 引 当 金 △ 8 固定負債 10,877

8,599

92

固定資産 48,982 50

有形固定資産 41,288 74

建 物 6,526 1,718

構 築 物 1,393 338

機 械 及 び 装 置 9,144 3

船 舶 994

車 両 及 び 運 搬 具 620 59,243

工 具 器 具 及 び 備 品 1,147

土 地 20,343

建 設 仮 勘 定 1,117

株主資本 84,687

無形固定資産 3,274 資 本 金 4,000

借 地 権 491 資 本 剰 余 金 5,648

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 2,744 5,648

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 38 利 益 剰 余 金 75,039

利益準備金 716

投資その他の資産 4,418 その他利益剰余金 74,322

投 資 有 価 証 券 521 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 7,148

関係会社株式及び出資金 3,004 別 途 積 立 金 2,792

出 資 金 5 繰 越 利 益 剰 余 金 64,382

長 期 前 払 費 用 80

差 入 保 証 金 132

繰 延 税 金 資 産 520 評価・換算差額等 232

そ の 他 の 投 資 等 163 その他有価証券評価差額金 232

貸 倒 引 当 金 △ 7

84,920

144,164 144,164

資 本 準 備 金

純 資 産 合 計

  資  産  合  計 負債純資産合計

( 純資産の部)

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

PCB 処 理 引 当 金

預 り 保 証 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

預 り 金

一般秘密

貸借対照表
（２０２５年３月３１日現在）

( 資産の部 ) ( 負債の部)

百万円 百万円

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 成 作 業 受 入 金
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ＪＦＥ物流株式会社

百万円 百万円

171,818

162,210

9,607

販  売  費  及  び  一  般  管  理  費 2,825

6,782

1,223

215 1,438

93

355 448

7,772

13,860 13,860

200 200

21,432

5,411

△ 228 5,182

16,249

税 引 前 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益
土 地 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 減 損 損 失

支 払 利 息

損益計算書
自　２０２４ 年　４月　１日

至　２０２５ 年　３月３１日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

一般秘密
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一般秘密

ＪＦＥ物流株式会社

資本剰余金

当期首残高 4,000 5,648 5,648 716 6,922 2,792

当会計期間中の変動額

圧縮積立金の積立 1,236

圧縮積立金の取崩 △ 1,010

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の変動額（純額）

当期間中の変動額合計 － － － － 226 － 

当期末残高 4,000 5,648 5,648 716 7,148 2,792

（単位：百万円）

評価・換算差額等

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

当期首残高 52,142 62,572 72,221 283 283 72,505

当会計期間中の変動額

圧縮積立金の積立 △ 1,236 － － － 

圧縮積立金の取崩 1,010 － － － 

剰余金の配当 △ 3,783 △ 3,783 △ 3,783 △ 3,783

当期純利益 16,249 16,249 16,249 16,249

株主資本以外の項目の変動額（純額） － － △ 51 △ 51 △ 51

当期間中の変動額合計 12,240 12,466 12,466 △ 51 △ 51 12,415

当期末残高 64,382 75,039 84,687 232 232 84,920

株 主 資 本

純 資 産
合 計株 主 資 本

合 計

そ の 他
有価証券評価

差 額 金

評価･換算差額
等

合 計

利 益
剰 余 金

合 計
繰 越 利 益
剰 余 金

株主資本等変動計算書
（自　２０２４年４月１日　　至　２０２５年３月３１日）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金

合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

別 途
積 立 金
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一般秘密

 １．重要な会計方針

  　　(１)有価証券の評価基準および評価方法

①子会社株式および関連会社株式
　　移動平均法による原価法

②その他有価証券
　時価のあるもの
　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
　　平均法により算定）

　時価のないもの
　　移動平均法による原価法

  　　(２)棚卸資産の評価基準および評価方法

未 成 作 業 支 出 金 個別法による原価法
貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

  　　(３)有形固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く）

建 物 定率法を採っている。但し、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備は除く）および２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備については
定額法を採っている。

船 舶 定額法を採っている。
上記以外の有形固定資産 定率法を採っている。但し、２０１６年４月１日以降に取得した構築物について

は定額法を採っている。なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却
資産については、３年間で均等償却している。

  　　(４)無形固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く）

定額法を採っている｡自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づき
償却している｡

  　　(５)引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上している。

役 員 賞 与 引 当 金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。

受注工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失が確実視さ
れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、翌事業年度以
降に発生が見込まれる損失を計上している。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき計上している。なお、過去勤務費用は、その発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による定額法により費用
処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞ
れ翌事業年度から費用処理することとしている。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している｡

特 別 修 繕 引 当 金 船舶安全法の規定による定期検査を受けることとなる船舶につき、当該修理に要
する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づき計上している。

Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 引 当 金 「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」
により処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出
に備えるため、その処理費用見積額を計上している。

  　　(６)収益および費用の計上基準

当社では、主に鋼材・原料の輸送、製鉄所構内作業、倉庫事業、請負工事を行っている。鋼材・原料の輸送、
製鉄所構内作業、倉庫事業については、役務提供が完了する一時点において、顧客が財又はサービスに対する
支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、役務提供完了時点で収益を認識している。ただし、鋼材・原
料の輸送について「収益認識に関する会計基準の適用指針」に定める代替的な取扱いの要件を満たす場合には、
積込完了時点で収益を認識している。また、請負工事については、履行義務を充足するにつれて、一定の期間
にわたり収益を認識している。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足されると見込まれ
る時点までの期間がごく短い場合は、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事完了時点で収益を認識してい
る。さらに、当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から取引先に支払う額を控
除した純額で収益を認識している。

  　　(７)消費税等の会計処理は税抜方式による。

至　２０２５年 ３ 月３１日

個 　別 　注 　記 　表
自　２０２４年 ４ 月 １ 日
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一般秘密

 ２．貸借対照表注記

  　　(１)有形固定資産から控除した減価償却累計額 ８１，１９５百万円

  　　(２)関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権 ７８，３０１百万円

短 期 金 銭 債 務 ２５，９９９百万円

 ３．損益計算書注記

  　　(１)関係会社との取引高

売 上 高 １２７，９０３百万円

仕 入 高 ４１，０２４百万円

営業取引以外の取引高 １，５０３百万円

  　　(２)販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 ５５百万円

 ４．株主資本等変動計算書注記
　

  　　(１)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  　　(２)配当に関する事項

①配当金支払額

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　次のとおり、決議を予定している。

 ５．金融商品に関する注記

  　　（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については親会社等からの借入による
　方針である。　
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。また、
　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

  　　（２）金融商品の時価等に関する事項

　２０２５年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。
　

（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　（1）現金及び預金、（2）預け金、（3）受取手形及び売掛金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
  　　いる。

当　期　首 当 期 増 加 当 期 減 少 当　期　末
株式数 (株) 株式数 (株) 株式数 (株) 株式数 (株)

発行済株式
　　　　普通株式 1,293 － － 1,293

配当金の総額 １株当たり
(百万円) 配当額(円)

配当金の総額 １株当たり
(百万円) 配当額(円)

2025年6月27日
定時株主総会

定時株主総会

決議 株式の種類 基準日 効力発生日

2025年6月26日
普通株式 8,761 6,775,834 2025年3月31日

決議 株式の種類 基準日 効力発生日

2024年6月26日
普通株式 3,783 2,925,869 2024年3月31日 2024年6月27日

（単位：百万円）
貸借対照表
計上額（*）

（1）現金及び預金 22 22 -

（2）預け金 63,032 63,032 -

（3）受取手形及び売掛金 21,937 21,937 -

（4）投資有価証券 370 370 -

　　資産計 85,362 85,362 -

（5）買掛金 (14,043) (14,043) -

（6）預り金 (21,578) (21,578) -

　　負債計 (35,622) (35,622)

（*）負債に計上されているものについては、（）で示している。

時価（*） 差額
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一般秘密

　（4）投資有価証券
　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。

　（5）買掛金、（6）預り金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
  　　いる。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額１５０百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
　　　を見積ること等ができないことから、上表の「（４）投資有価証券」には含めていない。
　　　

 ６．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　　（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用の倉庫（土地含む）を有している。

　　　（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。
　　　 
（注2）当事業年度末の時価は、主として「路線価」に基づいて自社で算定した金額である。

 ７．税効果会計

  　　（１）当事業年度末における、繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　繰延税金資産
　　　　　　　　退職給付引当金 ２，７０８百万円
　　　　　　　　固定資産減損損失 ３７３百万円
　　　　　　　　未払賞与 ５３７百万円
　　　　　　　　その他 ８０１百万円
　　　　　　繰延税金資産小計 ４，４２１百万円

　　　　　　評価性引当額 △５４３百万円

　　　　　　繰延税金資産合計 ３，８７７百万円

　　　　　　繰延税金負債
　　　　　　　　固定資産圧縮積立金 △３，２４５百万円
　　　　　　　　その他 △１１１百万円
　　　　　　繰延税金負債合計 △３，３５７百万円

　　　　　　繰延税金資産の純額 ５２０百万円

  　　（２）法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　　　　　　「所得税法の一部を改正する法律」（令和７年法律第１３号）が令和７年３月３１日に公布
　　　　　　　され、令和８年４月１日以降に開始する事業年度から防衛特別法人税が課されることとなった。
　　　　　　　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、令和８年４月
　　　　　　　１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、従来の３０．６％から
　　　　　　　３１．５％となる。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除し
　　　　　　　た金額）は１５百万円減少し、法人税等調整額が１２百万円、その他有価証券評価差額金が３
　　　　　　　百万円増加している。

 ８．一株当たり情報

  　　(１)一株当たり純資産額 ６５，６７６，９９４円　２３銭

  　　(２)一株当たり当期純利益 １２，５６７，４０２円　９９銭

 ９．その他計算書類の作成のための参考となる事項

  　　　　金額は表示単位未満を切り捨てている｡

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

12,097

時価

41,232
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